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我が国の素形材産業はものづくりの基盤を支える重要な産業群です。しかし、その大
部分は中小企業であり、取引上の立場が弱く、取引先企業との適正な取引に課題を抱
えています。

素形材産業取引ガイドラインは、公正な取引の実現により、公正な競争が行われる環
境を整えるとともに、素形材産業及びその取引先企業の競争力の強化につなげること
を目標としています。

ガイドライン（概要版）は、取引の適正化に取り組む実務者のための導入編資料とし
て、理解しやすいようガイドラインから内容を一部抜粋して作成しています。より詳
しい内容をご覧になりたい方はガイドライン本文をご参照ください。

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/sokeizai/sokeizaigaidorainkaitei.html

取引事例ごとの関連法規等に関する留意点、目指すべき取引方法

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/sokeizai/sokeizaigaidorainkaitei.html


１．補給品の価格設定

発注者が一方的に量産時と同じ対価で少量の補給品の発注をすると「買いたた
き」に該当します（下請法第4条第1項第5号）。また、独占禁止法上の「優越的地
位の濫用」にあたるおそれがあります。

○補給品の供給について、遅くとも補給品の供給開始前に条件を明確に定めておきしましょう。

補給品への切り替えに関する協議開始時期、判断責任者、申請窓口、供給要否の見直しの頻度、
価格又は価格決定方法などを取り決めましょう。

量産品と補給品は、価格決定要因が抜本的に異なるものであることを踏まえ、合理的な単価設
定となるよう、当事者間が十分な協議の下、経済社会環境要因、生産条件要因、当事者要因を
踏まえて価格を決定しましょう。

○量産品と補給品の区別が難しく、製品単価の見直し協議が行われない場合でも、見積での納入見
込み数と発注数量が乖離する際には、見積時の条件変化による価格の見直しを進めましょう。

○発注者は、量産期間から補給期間に切り替わる時期を明確にしましょう。

＜目指すべき取引方法＞
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＜ベストプラクティス＞

モデルチェンジで量産が終了すると、
自動的に新たな見積依頼書を受注者に
送信する仕組みにしています。

3年以上発注がなかったものに対し、手
配が出る場合、型の使用可否等を確認
の上、見積依頼をしています。

例えば500個/月以下の発注品については
補給品として扱い、発注者と交渉して
適正な補給品単価に改訂しています。

補給品以降後一定期間を過ぎたものは、
発注者・受注者協議の上、製品を一括
で生産し、型は廃棄しています。

＜問題事例＞

○生産量が落ちればコストアップになるが、値上げしてくれない。

○型の作り直しなど追加の費用を支給してくれない。

＜問題事例＞

○一定以上の発注があると発注量が減っていても補給品とみなされず、量産品扱いにされ
るなど、補給品の定義が曖昧だ。

発注者は発注後直ちに給付内容等を記載した書面の交付が必要です。（下請法第3
条）

発注側の取組 受注側の取組


